
































ビスだったが、2007 年に有料動画配信ビジネスへと業態を変えた。この 2007 年以来、ユー



























（1） Netflix IR Overview「Q1 Letter to Shareholders」を参照。http://files.shareholder.com/downloads/
NFLX/319905177x0x886428/5FB5A3DF-F23A-4BB1-AC37-583BAEF2A1EE/Q116LettertoShare
holders_W_TABLES_.pdf（確認日：2016 年 5 月 28 日）
（2） 米国Netflixでは2013年に独自のドラマ「The House of Cards」を製作し、現在はコンテンツプロバイダー



















































































とができるからである（4）。Hulu の会員数は 2016 年 3 月末時点で 130 万人（5）、ニコニコ動





and Liu, 2007、Tsai and Huang, 2007、Yoon, 2002）。インターネットビジネスでは「顧客
の乗り換えを引き伸ばすことができれば、ロイヤルカスタマーとしての関係性が生まれ収益













（4） 株式会社NTTドコモが運営する dTVは 2016 年 3 月末時点で契約数が 489 万件を突破し国内最大規模
だが、（NTTドコモ「報道資料　2016 年 3 月 22 日発行」を参照。https://www.nttdocomo.co.jp/info/
news_release/notice/2016/03/22_00.html　確認日：2016 年 4 月 3日）携帯端末契約時にセット割引で
契約をするユーザーが多く、有料動画配信サービス単体での利用目的での加入者が必ずしも全てではな
いことから、今回の比較対象とはしない。
（5） 日本テレビホールディングス株式会社「2015 年度 IR 決算説明資料」を参照。http://www.ntvhd.co.jp/
ir/library/presentation/booklet/pdf/2015_4q.pdf（確認日：2016 年 4 月 3日）
（6） 株式会社 KADOKAWA・DOWANGO「プレスリリース」を参照。（2015 年 8 月 6 日発行）http://pdf.
irpocket.com/C9468/ZSDY/fTnp/Vnm3.pdf（確認日：2015 年 9 月 8日）
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ユーザーを対象とするためである。調査対象は 20 代から 60 代までの男女で、有料動画配
信サイト利用の意思決定権を持つユーザーである。
　質問票は、根来・門脇（2003）で分類された非インターネット特徴要因と、インターネッ
ト特徴要因からなる設問項目と、Tullis and Albert（2014）に記載されているACSI に基づ
いたウェブサイト評価の設問項目を元に作成した。根来・門脇（2003）では、ECビジネス
における差別化を「知名力」「連携力」「製品力」「サービス力」「価格力」「時間力」「機能力」


















【調 査 名】 有料動画サイトの利用に関する調査
【調 査 日】 2015 年 10 月
【調査方法】  インターネット調査会社を通してWeb 上に作成した調査票についてデータ収
集を行った。
【調査対象】  日本国内で有料動画配信サイトを 3ヶ月以上利用しているユーザーを対象に、
調査会社のサンプリングによるインターネット調査で 520 の回答を得て、調
査の対象外となる回答を除き 516 を有効回答とした（99.2％）。
　調査対象の特性は表 3の通りである。年代は 20 代から 60 代とした。抽出の理由は、自
らの意思決定で有料動画配信ビジネスの利用をしている回答者を選択するためである。
表 3　調査対象特性（n = 516）
年代 職業
20～ 24歳 34 （6.5％） 公務員 16 （3.1％）
25～ 29歳 68 （13.1％） 経営者・役員 16 （3.1％）
30～ 34歳 57 （11.0％） 会社員（事務系） 66 （12.7％）
35～ 39歳 47 （9.0％） 会社員（技術系） 46 （8.8％）
40～ 44歳 46 （8.8％） 会社員（その他） 49 （9.4％）
45～ 49歳 58 （11.2％） 自営業 39 （7.5％）
50～ 54歳 68 （13.1％） 自由業 20 （3.8％）
55～ 59歳 36 （6.9％） 専業主婦（主夫） 92 （17.6％）







　回答者の年代・性別ごとの、各セルの割り当てを表 4に示す。全ての年代、性別で 50 以
上のサンプルサイズである。
表 4　各セルの割り当て（n = 516）
20代 30代 40代 50代 60代
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性




対象とするHulu のユーザーは n = 151、ニコニコ動画・ニコニコチャンネルのユーザーは
n = 121 である。



















対値が 0.60 以下だった 1 項目を分析から除き、残りの 13 項目に対して再度主因子法・
Promax 回転による因子分析を行ったところ 3つの因子が抽出された。Promax 回転前の 3
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表 6　有料動画配信ビジネスにおける差別化要因尺度の因子分析（n = 516）
因　子
コンテンツ チェーン機能 コミュニティ機能
コンテンツ全体の数（種類の豊富さ） .852 .022 -.069
新作の数 .883 -.117 .101
オリジナルコンテンツの数 .715 -.007 .111
コンテンツの品質 .685 .256 -.112
（サイトが）見やすい、使いやすい .053 .771 -.048
レイアウトが分かりやすい .037 .807 -.041
作品の検索が簡単 -.049 .724 .183
サイトの目次がわかりやすい -.033 .770 .152
表示速度や反応速度、読み込み速度の信頼性 .028 .801 -.087
おすすめ作品の表示が分かりやすい -.004 .884 -.092
おすすめ作品情報が的確 -.002 .751 .052
利用者レビューが分かりやすい .015 .145 .705
利用者同士の情報交換がある .029 -.092 .866
（出所）調査結果より筆者作成
　3つの因子について、各因子に高い負荷量を示した項目の平均値を算出することにより、
「コンテンツ」得点（平均 4.54, SD 1.11）、「チェーン機能」得点（平均 4.64, SD 1.04）、「コ




 = .92、「コミュニティ機能」 = .79、と充分な値が得られた。各因子内の質問項目の回答
の統合方法については、因子によって質問数が異なるため平均値を使用した。さらに 2つの










平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 t値
コンテンツ 4.61 1.11 4.63 1.14 0.086 n.s
チェーン機能 4.90 1.08 4.45 0.92 3.595 ***













　Hulu は米国で 2008 年にサービスを開始した動画配信サイトで、日本では 2011 年にサー
ビスを開始した。2014 年には日本国内における経営権を日本テレビホールディングス株式
会社が取得し、現在、HJホールディングス合同会社によって運営されている。会員は 2016


































ため視聴を登録制とし、さらに会員を 10 万人限定とした。この時、新規 ID 登録者数が 2
日間で募集人数を突破したことを受け、4ヶ月後の 2007 年 6 月に速度サービスや視聴の優


































いて 3因子中 2因子にあたる「チェーン機能（p＜ .001）」と「コミュニティ機能（p＜ .001）」
───────────
（8） 「ニコニコ大百科（仮）『コメント職人』」を参照。http://dic.nicovideo.jp/a/ 職人（確認日：2015 年 11
月 18 日）
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